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1 運転保守の組織と規則 

1.1 発電所の要員 

1.1.1 一般 
発電所が所期の目的に合った有効な運転を継続し、設備の機能を維持して長い寿命を保た

せるために、発電所の運転･保守を担当する要員とその組織が必要である。 

業務の運用にあたっては、従業者が準拠すべき諸規定が必要となり、通常、運転操作規定、

保守業務要項、関連する技術資料の整備などを重点的に行わなければならない。 

また、安全の維持には特に留意し、人身・機器・設備及びそれらの異常による波及被害を

考慮した安全マニュアルが不可欠である。これらが整備され、責任ある管理者の指揮監督

によって、はじめて発電所は本来の機能を発揮し、長期にわたって有効に運用される。 

1.1.2 員数の決定 
発電所の要員数は次の事項を考慮して、総合的な見地から決定する。 

• 発電所出力 発電規模、有用性などに関連する代表的な要因である 

• 設備機器台数 水車、発電機、変圧器等の台数 

• 土木設備形式・規模 ダム式・流れ込み式の別、大きさなど 

• 制御方式 自動式、遠隔制御方式、手動式などの別 

• 運転形式 単独運転、系統並列運転、時間運転など 

• 立地条件 居住地域からの距離、道路条件など 

• インフラ整備 通勤交通手段(車・バイクの使用)、通信方式など 

• 経済性 発電原価の低減に対する配慮 

1.1.3 運転保守分離 
通常発電所員の数は、前項のような要因を考慮しながらも、主として緊急対応時に必要な

人員を念頭において決められる場合が多い。このようにして決められた所員の通常の勤務

は、運転業務と保守業務を並行的に行うか、相互に交替して行っている場合が多い。本来

運転業務と保守業務は、本質に異なっており、これを同一人、または同一直勤務で行う時、

いずれかの分担に手すきが生じたり、技術レベルの向上に徹底さを欠くような傾向にな

る。 

この欠点を除くため、運転を専任する所員と、保守を専任する所員に分類し、各々の分野

の業務を専行させることにより、作業の質の向上、技術レベルの高度化を図ると共に、勤

務体制の合理化に伴う人員削減による経済効果も望める事になる。 

-1- 日本工営(株) 
(財)日本エネルギー経済研究所 
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この方式は、単独運転発電所においては、他の制約条件の影響によって、それほど大きな

効果を望めない事もあるが、次のような条件下にある発電所に適用することで、大きな効

果が期待できる。 

(1) 同一水系など、複数の発電所が系統的に配列され、集団的に統一した運用ができる場合 

(2) 水力に限らず、他電源と混在して、同一系統に供給している発電所の場合 

(3) Gridに並列されている発電所で、運転業務量の少ないところ 

(4) 自動化されている発電所 

表1.1.1に通常配置の勤務形態を、運転・保守分離して合理化した例を示す。 

表 1.1.1  運転･保守分離合理化例 

項目 A発電所 B発電所 

設

備

規

模 

発電所出力 

主機設備台数 

制御方式 

運転方式 

1,500 kW 

3台 

ワンマン 

単独運転 

1,000 kW 

2台 

ワンマン 

単独運転 

従

来

の

形

態 

所長 

日勤者 

直勤務員 (1直の員数) 

3直 2交替総員数 

日勤者 (直勤務予備員) 

(小計) 

1 

3 

(夜間 5) 

15 

2 

(21) 

1 

2 

(4)  (夜間 4) 

12 

1 

(16) 

所長 

日勤者 

直勤務員 (1直の員数) 

3直 2交替総員数 

(小計) 

1 （B発電所々長兼務） 

2 

(3) (夜間 3) 

9 

(12) 

0 

1 

(2) (夜間 2) 

6 

(7) 

保守センター 

運

転

保

守

分

離

後

の

形

態 

(新設) 

所長 

日勤員 

(小計) 

1 

7 (内 2名 直勤務予備員) 

(8) 

比

較 
                  総員数         日勤者        直勤者 

従来形態           37              10            27 

運転保守分離       27              12            15 
Source: Proposed by JICA Study Team 
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1.2 運転・保守記録管理 
発電所の稼働状況、設備の状態、保守作業の内容などは、発電所の運営上重要な事であり、

定められた様式で記録管理する必要がある。 

(1) 運転の記録 

A. 運転日誌 

日常の運転状況を知るため、次の主要データを、1時間ごとに定められた用紙に記録する。

( ) は測定機が設定されている場合。 

a. 稼働量のデータ 

電力、電力量、(使用水量)、送電電力量 

b. 運転状態のデータ 

電圧、電流、力率、周波数、回転速度、水口開度、水圧、油圧、上水槽水位、圧油槽油面 

c. 保守上のデータ 

軸受温度、発電機温度、(冷却水温度) 

d. その他のデータ 

日付、天候、外気温度、所内温度、(湿度) 

e. 特記事項 (別紙とする場合もある) 

突発事故、計画作業 

B. 運転月報 

月毎に、次の事項を運転日誌より作成する。 

月発生電力量、日発生電力量、日平均電力（日平均使用水量） 

最大電力、最小電力、最高電圧、最低電圧、最大電流、最小電流 

複数台の設備のある場合は、各機ごとと合計値について、上記項目を記載する。各記録は

整理して永久保存する。 

(2) 保守の記録 

発電所設備の保全のため、日常または定期的に行う保守点検記録及び事故処理などは、必

ず記録として管理する。 

A. 日常点検記録 

次の点検項目を定めた用紙に日誌形式で記載する・ 

a. 外観 

漏水、漏油、スリップリング火花、冷却水、放水路（渦、気泡、油の有無など）、結露 

b. 触感、触覚、その他体感 
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振動、騒音、異音、異臭、小動物・鳥類・虫などの侵入、汚れ 

c. 作業 

調整、手入れ、清掃、油・グリースの補充など 

B. 定期作業記録 

主機を停止して行う点検、手入れ作業、及び分解して内部を調べる点検・補修の記録など

を、写真をつけて詳細にまとめる 

C. 事故復旧記録 

特に原因、事故箇所、他機への波及状況、復旧の程度、次期対策、再発防止作など、事故

復旧作業内容と共に詳細に写真、関係する技術データなどを添付してまとめる。 

B、Cの記録は、当該所内に衆知徹底させると共に、上部管理機関などにも報告し、技術

向上に資する事が望ましい。記録は次の保守作業の参考としても重要な意味を持つので、

所内に保管すると共に、複数部数を作成し、関係機関でも保存する。 

これらの保存方式については、地域の実情と合わせて、関係機関と協議の上、規定化して

おく必要がある。 
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1.3 連絡・報告システム 

1.3.1 連絡・報告システム 

A. 日常の連絡 

直勤務の交替時における引継ぎ事項、日勤者の直勤務者への連絡事項など、定期的に行わ

れる連絡は、授受者の氏名を記載した文書形式で行い、引継ぎ毎に記載する。 

非定常の連絡は、周知させる範囲を明確にし、伝達の完成を確実にできるシステムが必要

である。口頭連絡をした場合は、後刻、その旨の記録が残るよう、引き継ぎ簿、連絡簿な

どの整備が望ましい。 

B. 作業等の連絡 

作業等の連絡は、常に正確さと安全性を必要とするので、文書を作成し責任者が点検・承

認する。 

特に停電作業、重量物移動作業、複数作業者の共同作業に関する連絡は、事前の打合せと

連絡方法の明確化により、不測の事故を発生しないようシステム化する必要がある。 

C. 報告システム 

報告は全て定められた基準によって行うものとし、報告内容によって報告先の範囲の明確

化、形式の標準化、記録保管の部署の決定、報告書の伝送･伝達の方法などをシステム化

する。 

1.3.2 緊急時の対応システム 
次の事項の発生は、緊急対策を必要とするので、迅速・正確な連絡と、対応手段について

システム化し、平素より訓練･熟知する事が必要である。 

人身事故… 特に夜間当直者の少ない時間帯、水槽、取水口など、遠隔地点の作業時など

に注意 

火災事故 

水圧鉄管破裂 

主機の重大事故  主軸折損、発電機コイル焼損など 

送変電設備の重大事故 

洪水時など天災による事故 

外部から緊急事態の連絡を受けたとき 

その他当直者が緊急事態と判断した時 
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1.3.3 IT化時代への対応 
世界的なIT化時代の到来によって、連絡・報告システムは、ハード面で大きな変革が起こ

ることが予想される。主として紙に記載する形式によってシステム化を規定してきた従来

のシステムを、IT化対応に変更する考慮が必要である。特に、システム変更の過渡期には

混乱の起きる恐れがあるので、早期に配慮する必要がある。 
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1.4 マニュアルと図面の管理 
発電所の運転保守を正確かつ円滑に行うためには、関係する図面類の整備、参考となるマ

ニュアル、技術参考資料などを参照する必要がある。次にその主要資料名を列記する。 

1.4.1 統括管理関係 
設備台帳 発電所の設備に関する定格事項を、形式をそろえて台

帳とし、その発電所及び関係する監督機関に置くもの

で、形式は通常、事業法などで決まっている。 

保管記録 発電月報（運転月報の抜粋）、定期報告物、事故報告、

統計 

図面 (A3 版で製本が望まし
い) 

位置図、一般平面図、取水位置図、集水面積図、堰堤

構造図、水路縦断図、発電所構造図、主機配置図、主

機断面図、単線結線図、屋外鉄構図、送電系統図 

官庁関係図書 建設時官庁へ提出した設計書控など 

1.4.2 運転関係 
運転規定 (またはマニュアル) 取水方法、水門操作要領、主機起動停止方法、開閉器

操作規定、緊急対策 

運転手順表 運転手順を見やすくグラフィックにしたもの 

緊急連絡表 緊急連絡先、連絡方法を見やすくポスターにした表 

送電関係図表 単線結線図、送電系統図を 1 枚にポスター表示するも
ので、主要開閉器と充電区間の関係が、明確に解るも

の 

運転日誌他 運転日誌、運転月報、事故報告書、その他必要とする

運転報告書 

1.4.3 保守関係 
設備台帳 統括管理用と同一のもの 

保守規定 (またはマニュアル) 日常・定期点検、精密補修に関する、設備別、期間、
要領などを規定したもの。 

保管記録 日常・定期作業報告書、事故報告書、補修記録など 

図面 統括管理用および土木関係構造図。水車構造図、発電

機構造図、軸受詳細図、入口弁構造図、ルーズ接手構

造図、油圧系統図、アンローダ構造図、調速機構造図、

消耗材料一覧図、配電盤構造図、シーケンス図、電線

結線図、ケーブル布設図、冷却水系統図、消耗部品単

体図、その他保守上必要な図面 

整備資料 圧油説明書、調速機説明書、AVR説明書 

水車特性曲線、発電機特性曲線、励磁機特性曲線、出

力-開度特性、各種技術参考資料 
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1.4.4 運用関係 
安全規定 日常作業の安全、事故処理、勤務者の衛生管理、安全管理要領などを規定する。 

緊急時処理要領 連絡方法、救急法、救急備品整備、各所の特殊事情に対する具体策など

を示す。 
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1.5 維持管理技術者の育成 
発電所の運営に携わる技術者は、その専門分野から土木･電気・機械の３分野に分かれる。 

土木関係の技術は、水力発電の根幹を成すもので、水文、水理、地質、構造、測量など広

い分野にわたり、主として開発建設時の大部分の業務範囲を占める。 

電気は、発電、制御、送電の分野、機械は流体機械の内、水車に関する技術を必要とする。 

発電所の建設が完了し、運営に入ると、日常業務は主として電気と機械の分野が多くな

り、維持管理技術者としては電気･機械の技術者が必要になるが、最近は電気･機械と分離

せず、電気として一括発電技術に携わる傾向にある。 

発電所の運営は、大別すると、運営管理、運転業務、保守業務になるが、技術者は本来自

己の専門とする土木・電気・機械などの基礎知識と共に、担当する業務に必要な知識を習

得し、実技に習熟しなければならない。 

このための技術者育成としては、関連する専門知識の教育と実技の訓練があり、前者はテ

キストの整備、講習会の実施、他機関へ出向しての受講等の方法が行われているが、後者

はOJTによる教育方法を取る。 

これらの教育は、技術者が独自で個人的にはできない事なので、発電の企業者が、組織的

に計画実施する事が必要である。育成の目標とする技術者に必要な専門知識と実技の、内

容項目の例を次表に示す。 
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表 1.5.1  技術者に必要な専門知識と実技 (例) 

項目 運転 保守 

専門知識 電気 機械 電気 機械 土木 

負荷しゃ断時の現象解

析 
○ ○   ○ 

水車出力開度特性･効

率 
○ ○  ○  

発電機特性･電圧変動 ○  ○   

調速制御論 ○ ○ ○ ○  

負荷力率とその改善方

法 
○  ○   

送電線路理論 ○  ○   

測定法   ○ ○ ○ 

圧油技術    ○  

機械設計工作法    ○  

実技      

溶接実技    ○  

天井クレーン操作方法    ○  

シール技術とパッキン

グ 
   ○ ○ 

並列技術 ○     

調速機操作法 ○ ○ ○ ○  

水門操作法  ○   ○ 

蓄電池保守法   ○   

機械加工法    ○  

電気配線技術   ○   

消火法 ○ ○ ○ ○ ○ 

Source: Proposed by JICA Study Team 
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2 電気設備の運転 

2.1 運転手順 

2.1.1 一般 
発電所の運転は、長期的に見た発電事業の内、最も重要な業務で、自然の出水と無作為に

変化する需要電力に合わせて、所有する設備を有効に利用し、安定した良質の電力を、効

率的に供給する義務がある。 

運転従事者は、発電所の諸設備はもとより、周辺の地形・連絡路などの情況についても熟

知し、日常の安定した機器運転と同時に、人身事故等人為事故の発生を招かないため、十

分な注意を払って、運転業務を遂行しなければならない。 

このためには、運転規定を遵守すると共に、各機器の詳細な取扱説明書などを熟読し、運

転上の実技に精通する努力が必要である。 

運転の現場には、操作・運用を確実に行えるよう、運転手順表、電気系統図、緊急連絡表

などを、見やすい場所に掲載しておくことを推奨する。また、洪水、地変など、不測の事

故に対しては、速やかに関係部署に通報すると共に、責任者の指示に従って、沈着に行動

できるよう、平素から心がけると同様に、関係諸規定の熟知、訓練の実施など必要である。 

2.1.2 運転方法 
運転の操作は、取水・鉄管初充水など、稀に行われるものと、主機の起動・停止、送電な

ど日常の操作に分類される。 

前者は、主として責任者の指揮によって、発電所員全員の作業として行われる重要な操作

である。後者は、日常随時行われる操作で、運転員の独自の判断で行われるものである。 

これらの運転方法は、発電所の出力、設備台数、制御方式などによって異なるが、一般的

な設備形式の運転方法を次表に示す。 
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表 2.1.1  運転方法 

ステップ 操作要領 注意事項 責任者 

取水 取水口制水門を開い

て、必要な水量を水路

に流し込む。 

水路を事前点検し、安全を確かめる。 

必要な地点に監視員を配置する。 

急激な水流を起さないよう、水門を

徐々に開く。 

○ 

水路、沈砂池、

上水槽・調整

池の充水 

前項の取水操作によ

り、水路に水を流し、

水路内の異物・堆積物

を排砂ゲートから排出

後、水路系を充水す

る。 

前項の取水操作前に次のゲート操作

を確認する。 

沈砂池、上水槽・調整池の排砂ゲー

ト全開 

上水槽の制水門（鉄管呑み口ゲート）

全閉 

 

水圧管初充水 上水槽の制水門を開け
て、水圧管に水を流入

する。 

(制水門のない水槽
は、土砂吐き門を開け

て、水槽の着水を確認

した後、土砂吐き門を

徐々に閉じて、管路へ

の流入量を監視しなが

ら充水する) 

水圧管の排水弁を開放しておく 

主機入口弁、側路弁、冷却水弁など

発電所内で管路に関係のある弁が全

部閉じられていることを確認する。 

制水門を徐々にあけ、管口径の下部

20%以内の流入とする。 

流水が下部に達し、排水弁から塵芥

を含んだ走り水が抜けたことを確認

して、排水弁を閉じる。 

○ 

 

 

 

 

 

 

起動前に、次の事項を

確認する。 

入口弁、側路弁、サー

ボモータの機械的ロッ

クの解除 

 

 

 

主回路断路機の閉路  

 

主回路遮断機開 表示ランプ青を確認 

圧油系統の点検 圧油筒残油量、集油槽油面、各バル

ブの開(または閉)位置 

空気流入管の取り付け 

軸受油面の確認 

軸受温度計の指示 

ブレーキ解除 

 

 

 

 

負荷制限の位置 起動開度にあること  

起動前の確認

事項 

冷却水の流れ 充分流れていること  
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ステップ 操作要領 注意事項 責任者 

発電機ダンパー閉  

 

 

ブラシの状況 

 

ブラシレスの場合は、整流器の外観  

需要先負荷の大きさの

想定 
投入時の回転低下に対する予知･準

備 

水車出力との整合 

送電系統の確認 

 

所内非常灯の点検   

運転員の配置 各自点呼確認  

先行機入口弁開 

 

(手動の場合は、側路弁開を先行) 全
開確認 

#1 起動 ON 

 

(手動の場合は、ハンドルを徐々に開
いて起動) 

(ガイドベーン開) 

(回転始動) 

(手動の場合は順次運転員の手動操
作) 

(定格電圧) 

(無負荷定格回転) 

配電盤運転員と水車室運転員の連携

動作 

後行機入口弁開 

(無負荷定格回転、定格
電圧) 

先行機に準ずる 

並列 

電圧平衡 

揃速 

先行機に後行機を並列 

電圧差 定格電圧の 5%以内 

回転速度差 定格速度の 0.3%以下 

後行機の速度を遅い方から先行機の

速度に同期 

起動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同期投入 (手動の場合は、同期点到達の 0.5 秒
位前に C.B.投入操作をする。) 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

速度上昇 

(目標 51~.51.2 
Hz) 

65P の位置を、先行・
後行機共、開度 3/4 相
当位置まで上げる。 

相方交互に、少しづつ変位する。こ

の時の目標周波数約 51~51.2 Hz (調
定率 3%の場合) 

 

送電 送電用 C.B.投入 配電盤室・水車室運転員の確認連絡 ○ 

通常運転 定格電圧・定格周波数

の維持操作 
出力・力率の監視、運転技術 2.2 参
照 
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ステップ 操作要領 注意事項 責任者 

停止 

負荷遮断 

 

 

 

 

 

ガイドベーン

全開 

回転停止 

冷却水断 

発電機風道 

 

送電用 C.B.開放 

65P、77下げ 

入り口弁閉・側路弁閉 

(手動ハンドルで操作) 

ブレーキ操作 

 

ダンパー閉 

関係先へ連絡 

(D.S.開) 

下限まで 

ランプ確認、水車室運転員目視確認 

 

 

回転速度定格の 30%以下を確認 

 

停止後の確認 上水槽の溢流状況 

所内残流確認 

放水路流況 

現場で目視、安全確認 

入口弁、側路弁、冷却水など 

現場で目視、異常の有無を確認 

 

Source: Proposed by JICA Study Team 
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2.2 運転上の技術 

2.2.1 並列運転 

(1) 励磁の調整 

複数の発電機を並列接続して運転する場合、(ここでは2台の場合について述べる) 両機の

端子電圧は、母線によって同一の値になる。 

発電機の容量が同じで、等負荷の運転をしてい

るとき、片方の励磁を大きくすると、その機械

の電流が多くなる。すなわち、 

Source: JICA Study Team 
図 2.2.1 励磁と無効電流 

    G1 = G2, W1 = W2 

    If1 > If2  のとき A1 = A2  

となる。 

これは、G1とG2の間に、無効電流iRが流れてい

るからで、発電機に無用な発熱を生ずることに

なり、良好な運転といわれない。これを防止す

るためには、励磁を調整して、両機の力率を同

じにしなければならない。なお、この調整の時、

母線電圧 V を規定値に保つよう、注意が必要である。 

(2) 高効率運転 (Part 1 Appendix 4 参照) 

複数台の同容量の発電機を、並列運転している場合、各機の出力を同一にして運転する。

この運転を高効率運転といい、その時の使用流量に対し、各機の合計出力が最大になるこ

とと、周波数応答幅が大きくなるなど、有効な運転となる。複数台が異なった容量または

特性の場合については、Part 1 Appendix 4 に示す。 

(3) レーシングの防止 

10 kV 以下の送電線で、送電している負荷電力の値が、全発電機容量の15%以下になる

と、レーシングを生ずることがある。このときは1台運転とするか、励磁をアンバランス

にして、一方の力率を悪くすれば、レーシングは止まる。 

2.2.2 調速機  

(1) 特性定数 (Part 1 Appendix 5 参照) 

調速機の次の特性定数は、必ず揃えて運転する。 

速度調定率 (Permanent Speed Regulation) 
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弾性復元率 (Transient Speed Regulation) 

弾性定数 (Dash Pot Time) 

(2) 負荷制限 (Part 1 Appendix 5 参照) 

渇水で止むを得ず出力を制限する必要のある場合は、負荷制限をする。負荷制限装置のあ

る場合は、その開度指示を見ながら整定し、ない場合は、サーボモータの手動ハンドル位

置で制限する。ただし、ハンドルには固定する装置がなく、整定が狂う恐れがあるので、

なるべく使用せず、全開位置に置いたほうがよい。 

(3) 基準周波数調整 (Part 1 Appendix 5 参照) 

速度調整機 (65P) を使用して定めるが、この装置には通常、目盛など目安になるものが

ないので、複数機の出力が同一に揃った状態で規定の周波数に収まるよう、各機の65Pを

徐々にかつ交互に調整して設定する。 

このとき各機の出力が安定するには、弾性定数の影響がなくなるまで、数秒から数十秒の

時間を要するので、急がずゆっくりと行う。 

(4) 起動開度 (Part 1 Appendix 5 参照) 

停止しているときの調速機は、常に開く方向に動くように働いているので、自動起動の場

合は、負荷制限装置の働きによって、水車の起動する位置に開度を制限する。この開度を

起動開度といい、開度が大きいと起動時過速度を生ずる恐れがあり、少ないと定格回転に

達しない場合があるので、予め適当な位置を負荷制限装置の下限として調整しておく必要

がある。なおこの値は、放水路の水位変動などで変わることがあるので、注意を要する。 

2.2.3 運転特性 

(1) 電圧変動率 

定格速度において、一定励磁のまま発電機の出力を、0から定格容量まで変化させた時の、

発電機端子電圧の変化分を、定格電圧に対する百分率で表した値を、電圧変動率といい、

通常10％～15 %の値である。 

AVRを使用していない発電機の場合は、出力の変化に対し、端子電圧を一定に保つため、

励磁電流の値を手動で調整する。AVRは、端子

電圧を一定にするよう、自動的に励磁電流を調

整する装置であるが、一般に制御上の理由から

±1％程度の電圧変動率を持っている。 

Fm 
F１ 

F０ 
⊿fm ⊿f1 

Time 

図 2.2.2 
Source: JICA Study Team 
図 2.2.2 負荷と周波数変化 

負荷が急激に変化した時、制御の遅れから、過

渡的に5～8％の電圧変動を生ずる事があり、こ

れを過渡電圧変動率として表す。負荷の変化に

伴って、回転速度の変動があるときは、この値
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がさらに大きくなる事がある。過渡電圧変動によって、電圧が30％以上上昇した場合は、

過電圧リレー(59)によって、励磁を切ると同時に水車を停止する。 

(2) 速度変動率 

調速機を無調整のまま、負荷を変化すると、周波数（回転速度）が変化する。

図 2.2.2は負荷を減少させたときの、時間経過における周波数の変化を示したも
ので、周波数は、一度大きく上昇した後、多少上下を繰り返しながら、減少前

の周波数より、少し高い値に安定する。 
全負荷運転の状態から、負荷を遮断したときの⊿fmとF0の比を速度変動率（又は速度上昇

率）と言い、水車発電機運転上、重要な特性である。また⊿f1をF0で割った値を速度調定

率と言い、調速機に設定されている値である。 

(3) 水圧変動率 

水車に加わる水圧は、定常状態では使用流量によって変化する。これは、管と水の摩擦に

よって生ずるもので、変化の値は流量の二乗に比例する。流量を急激に変化すると、この

値よりはるかに大きい値の変化が起こる。この現象を水撃現象といい、変化の値を静水頭

で割った値を百分率で表したものを、水圧変動率という。 

流量を減少した時は水圧が上昇し、増加した時は水圧が低下するが、その値は、流量の変

化速度が速いほど、大きい。 

この上昇値が大きすぎると、管の破裂を招き、下降値が大きい時は大気圧によって管が圧

壊するので、サーボモータの動作速さはこれを配慮し、一般に全負荷を遮断しても管が破

損しない値に調整されている。 

水車発電機の運転中、負荷の変動によって、電圧、速度、水圧は常に変動するが、その機

械の安全値を知っていれば、多少急激な変化やトリップ事故の場合でも、慌てることなく

安心して対応する事ができるので、自己の運転する発電所の主機の特性を、日頃より熟知

しておかねばならない。また、百分率は、とっさの場合、判断が難しいので、最大値を直

接の値で表示し、見やすいところに表示しておき、運転の目安とする方法が良い。 
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2.3 ピーク運転 

2.3.1 調整池の利用 
調整池は、自流量 (河川から取水し、水路を通って入ってくる流量) が発電に使用する流

量より多いときに、水が蓄えられ、自流量が発電流量より少ない時には、蓄えている水を

流出するので、調整池の貯水量が減少する。 

(1) 調整池貯水量と水位の関係 

貯水量Vは調整池の面積が深さによって変わらない時、 

A:  調整池の表面積 m2 

H:  調整池の深さ  m 

V = AH  m3 

H

V

A

V m3

H
m

となり、貯水量と水位の関係は、図2.3.1のようになる。 

深さによって表面積が変わる時には、図2.3.2に示すように、深

さ毎の面積を計算して、これを深さの順に積算し、深さと貯水

量の関係を求める。 

このように、どの場合でも、貯水量は調整池の水深によって、

その量を知ることができる。 

HAAV ×
+

=∆
2

21

発電所では、水深に変わって、水の表面の高さを測定し、これ

を水位と読んでいる。従って水位は調整池の利用上、欠かせな

い指標であり、一般に水位計によって測定し、運転配電盤に表

示する。 

Source: JICA Study Team 
図 2.3.1 水位と貯水量(1) 

(2) 調整池の利用 

H1H2V

ΔH
A1

A2

V m3

H
m

ΔH

ΔV

自流量、発電使用量と貯水量の関係は、図2.3.3において、 

Qi : 自流量  m3/s 

Qo: 発電使用量 m3/s 

とすれば、 

Qi - Qo の値が調整池の貯水量に変化を与える。Qi - Qo が(+)

のときには、この状態が続く時間をTp秒とすると、 

        Vp = （Qi - Qo ）Tp  m3 

Source: JICA Study Team 
図 2.3.1  水位と貯水量(2) 
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の貯水をすることができる。 

Qi - Qo が(-)のときには、その時間をTm秒とすると、 

        Vｍ = （Qi - Qo ）Tm  m3 

の貯水量が流出する。 

Regulating
Pond
           V

T,G

Qi

Q0

 

この現象を利用し、渇水期など自流量の少ない

時、日中送電を停止して貯水し、夜間のピーク負

荷に対し、自流量に貯水量の流出分を加えて、出

力を増大した運転をすることができる。 

この場合の利用の仕方を、例を持って示すと、次

のようになる。 Source: JICA Study Team 
図 2.3.2  調整池 調整池のピーク運転の利用計算例 

貯水量 V = 10,000m3の調整池で、 

自流量0.4 m3/s のとき、発電所を停止して満水に貯水する時間は、 

  10,000 ÷ 0.4 ÷ 3,600 ≒ 7 時間 となる。 

この貯水量を利用し、ピーク時2.5時間増加運転するものとすれば、調整池から流出させ

る事のできる流量は、 

  10,000 ÷ (2.5 × 3,600) = 1.1 m3/s   となるので、これに自流量を加えた1.5 m3/s の出

力で、2.5 時間運転できることになる。 

(3) 運転上の留意事項 

調整池水位 

貯水量を有効に利用するためには、満水位から最低水位まで調整池水位を変動させること

になるので、これに伴う沈砂池や連絡水路への影響には注意しなければならない。 

特に、最低水位の近くでは水系の各所に射流現象が起こると考えられるので、事前に十分

な検討が必要である。 

また、単独運転の発電所は、系統に並列している発電所と違って、発電所の都合で自由に

出力を変更できないので、調整池が最低水位になる少し前にあらかじめ余裕を持って、送

電負荷の部分切り離しなどの操作を進めることが必要である。 

水位計 

調整池の水位は、2～3 m の比較的大きい変化をするので、これを一台の水位計で測定す

ると、アナログタイプの場合は最小読み取り値が大きくなり、精度の高い読み取りが難し

い。 
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このような場合は、溢水天端付近で作動する水位計と、最低水位付近で作動する水位計の

2台を使用する方法がある。また、水位計の精度が2％程度でも差し支えのない様に、利用

最低水位に余裕をつけて運転してもよい。 

運転規定 

調整池の運用は、自流量、運転出力、計画運転時間など関連を持った要素が多く、難しい

点がある。 

このため、運転規定に、その運用方法を具体的に定め、それに準じて間違いのない運転を

する必要がある。 

2.3.2 他の発電設備との並列運転 
ピーク時に不足する電力を補うために、他の発電設備と並列運転をする方法がある。この

方法は、一種の小系統を構成する考え方で、小水力発電所を主機とし、他の発電設備を補

助的に使う場合を示す。 

(1) ディーゼル発電機 

ディーゼル発電機は、起動・停止が簡単なので、補助機として使用するのに最も適してい

る。並列する場合に重要なことは、次の通りである。 

a. 励磁特性の検討 

主機との間に無効横流が流れないように、あらかじめ両機のAVR特性を調べ検討する。 

AVR特性が合わずレーシングする恐れのある場合は、発電機容量の少ない方の機械を定励

磁にし、自動制御の場合は、発電機容量の小さい方をAQR（Automatic Var Controller）に

する。APfR（Automatic Power Factor Regulator）の100%運転は、軽負荷時に同期化力が少

なくなり、ハンチングする恐れがある。 

b. 調速機特性の検討 

ディーゼル発電機は、調速機の応答速度が速いので、周波数応答はディーゼルガバナに行

わせ、水力発電所は負荷制限運転とする。水力発電所側に水位調整機の設備があるとき

は、その運転とする。 

(2) モミガラ発電機 

モミガラ機関は、出力の調整の応答が遅いので、電圧、周波数共に水力発電所で行うこと

が望ましい。この意味で、モミガラ発電機は、誘導発電機を使用せず、回転数のみの整合

で並列し、供給した燃料に応じて出力を増減できるので、補機用として適した特性を持っ

ている。 

(3) 風力発電 

調整池容量の大きな水力発電所と並列し、調整池の運用を計れば、貯水のため水力発電所

-20- 日本工営(株) 
(財)日本エネルギー経済研究所 

第 4巻
マニュアル Part 1



ﾐｬﾝﾏｰ国農村地域における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入調査 

 
 
を停止しないで運転できる。 

風力発電機も誘導発電機を使用するので、運転には手数を要さない。技術的な問題とし

て、風は変化が頻繁で、かつ変わり方が早いので、水力発電所の応答が激しくなり、サー

ボモータ、リンク機構などの磨耗が多くなることが考えられる。 

また、圧油の使用量が増加するので、圧油槽や圧油ポンプ、アンローダなどの機能を調べ

ると共に、時として改良を伴うことも考えられる。 

このような理由から、風力発電機の容量は、並列する水力発電機の容量の10％以内にする

必要がある。 
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